
居宅介援サービスにかかる重要事項 

１．事業の目的と運営方針 

 

２．事業者 

法人名 はが野農業協同組合 

所在地 栃木県真岡市八条９５番地 

代表者氏名 代表理事組合長 渡辺 栄 

 

３．ご利用事業所 

居
宅
介
護
支
援 

事業所の名称 はが野農業協同組合 

介護保険事業所番号 ０９７０９０００２３ 号 

住所 栃木県真岡市飯貝５５９番地２ 

管理者名・連絡電話番号 赤地 美智子 TEL ０２８５-８３-２２９４ 

サービス提供地域 真岡市、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町 

 

４．ご利用事業所の職員体制等 

 職員体制は下記の通りです。但し、人員は厚生労働省の定める基準に基づいて変更

いたします。 

職種 人員 

管理者    １名 

居宅介護支援専門員  １５名以上 

 
５．営業日・営業時間  

営業日・営業時間は下記の通りです。但し、本組合が特別に定めた場合はこの限

りではありません。 

（目的）組合員とその家族および地域住民に、介護サービスを提供することによ

り、安心して生活できる地域づくりをすすめることを目的とする。 

（運営方針） 

○組合員とその家族および地域住民が要介護状態になった場合においても、その

有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう配慮して、適切な

サービスが総合的かつ効率的に提供できるように配慮する。 

○利用者の人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、公平中立に行う。 

○地域福祉の向上のため、市町、居宅介護支援事業者、他の居宅サービス事業者そ

の他保健・医療機関と密接に連携する。 



営業日 月曜日～金曜日（祝祭日は除く） 
営業時間 ８：３０～１７：００ 

※上記以外は携帯電話で対応させていただきます。 
 
６．居宅介護支援の申し込みからサービス提供までの流れ 

①居宅サービス計画書作成依頼の受理 

②アセスメントの実施（ニーズ把握、希望の確認） 

③居宅サービス計画案の作成（要介護者・ご家族・扶養者の同意） 

④居宅サービスの実施          

⑤モニタリング（提供サービスの総合的な評価） 

※居宅サービス計画の作成は、居宅サービス事業所について複数の事業所の紹介を求

めることが可能であり、その事業所を居宅サービス計画書に位置付けた理由を求める

事が可能です。 

 

７．サービス利用料金 

介護認定を受けられた方は、介護保険から全額支給されるので自己負担はありま

せん。 
ただし、保険料の滞納等により､介護保険給付金が直接事業者に支払われない場

合、１ヶ月につき法令に定められた金額（１０割負担）をいただきます。その場合

は、当事業所が発行する証明書をもって、市町村の窓口に提出いただきますと､全額

払戻を受けることができます。 

区 分 要介護１・２ 要介護３・４・５ 

支援費 １１，０８８円 １４，４０６円 

加 算 

・特定事業所加算（Ⅰ）               ５，２９８円 

・初回加算                     ３，０６３円 

・入院時情報連携加算（Ⅰ）             ２，５５２円 

・入院時情報連携加算（Ⅱ）             ２，０４２円 

・退院・退所加算（Ⅰ）イ              ４，５９４円 

・退院・退所加算（Ⅰ）ロ              ６，１２６円 

・退院・退所加算（Ⅱ）イ              ６，１２６円 

・退院・退所加算（Ⅱ）ロ              ７，６５７円 

・退院・退所加算（Ⅲ）               ９，１８９円 

・通院時情報連携加算                  ５１０円 

・緊急時等居宅カンファレンス加算            ２，０４２円 

・ターミナルケアマネジメント加算           ４，０８４円 

※上記料金は所定単位数に地域区分７級地の単価：10.21 円を乗じた金額となってい

ます。 



８．訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具の利用状況 

 当事業所が作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、

福祉用具の利用状況は別紙のとおりである。 

 

９．個人情報保護・守秘義務 

 サービスを提供する上で知り得た利用者又はその家族等に関する個人情報につい

ては、利用者の生命・身体等に危機がある場合など正当な理由がある場合を除き、契

約中及び契約終了後も第三者に漏らしません。ただし、あらかじめ文章により利用者

又はその家族等の同意を得た場合は、一定の条件のもとで個人情報を利用できるもの

とします。 

 

１０．衛生管理等 

必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。

事業所において感染症が発生又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会

をおおむね半年に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知

徹底します。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

③ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に

実施します。 

 

１１．虐待防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次

に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

（１）虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者 大木 百合香 

（２）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果につい

て従業者に周知徹底を図ります。 

（３）虐待防止のための指針の整備をします。 

（４）従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施します。 

（５）成年後見制度の利用を支援します。 

（６） サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・

親族・同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、

速やかに、これを市町村に通報します。 
 



１２．身体拘束について 

 利用者等の生命又は身体を保護するため、緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行いません。 

 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並

びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 

１３．事業継続計画の策定等について 

（１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護事業の提供

を継続的に実施するため、非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業

務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 
（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練

を定期的に実施します。 
（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行

います。 
 

１４．苦情対応                                                         

   サービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応いたします。 

居宅介護支援 相談窓口 TEL０２８５-８３-２２９４ 対応者（ 赤地 美智子 ） 

 

１５．事故等緊急時の対応 

 サービスの提供中に容態の急変・事故等が発生した場合は、主治医、救急、ご家

族等へ連絡をいたします。 
 

１６．第三者評価の実施状況 

□ 実施している 

 【実施日：   年  月  日】 

 【評価機関名：                            】 

 【結果の開示状況：                          】 

☑ 実施していない 



 


